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2025春季生活闘争基本構想 

 

 

Ⅰ．2025春季生活闘争の意義と基本スタンス 

１．みんなの賃上げでみんなの生活を向上させ、新たなステージを定着させよう 

2022春季生活闘争からスタートした「未来づくり春闘」1は、2023闘争で“転換

点”をつくり、2024 闘争では“ステージ転換”に向けた大きな一歩を踏み出した。

2025闘争では、四半世紀に及ぶ慢性デフレに終止符を打ち、動き始めた賃金、経済、

物価を安定した巡航軌道2に乗せる年としなければならない。連合は、すべての働く

人の持続的な生活向上をはかり、新たなステージをわが国に定着させることをめざ

す。 

2024 闘争では 33 年ぶりの 5％台の賃上げが実現したものの、生活が向上したと

実感している人は少数にとどまり、個人消費は低迷している。それは、物価高が勤

労者家計を圧迫してきたことに加えて、中小企業や適切な価格転嫁・適正取引が進

んでいない産業などで働く多くの仲間にこの流れが十分に波及していないことも

要因の一つである。また、賃上げと適切な価格転嫁・適正取引のすそ野が広がらな

ければ、デフレに後戻りする懸念3すらある。 

「賃金も物価も上がらない」という社会的規範（ノルム4）を変えるのは今である。

ノルムを変えることで日本経済の体温を欧米並みに温め、実質賃金が継続的に上昇す

ることで個人消費を拡大し、賃金と物価の好循環を実現する必要がある。そのカギ

の一つが、賃上げの広がりと格差是正であり、もう一つが、適切な価格転嫁・適正取

引の徹底、製品・サービスと労働の価値を高め認め合う取引慣行の醸成である。 

揺れ動く国際社会のなかでわが国経済社会を安定させ、人口減少のもとで社会や

産業・企業を維持・発展させていくためには、中長期を見据えた「人への投資」が

不可欠である。「人への投資」をより一層積極的に行うとともに、国内投資の促進とサ

プライチェーン全体を見据えた産業基盤の強化により、日本全体の生産性を引き上げ、

国際収支を改善し、持続的な生活向上の実現をめざす。政府には、物価や為替レートの

安定を含め、適切なマクロの経済社会運営を求める。 

今こそ、政労使が社会的責任を果たすべく大きな問題意識を共有し、多くの人が

生活向上を実感し、将来への希望と安心を創っていく好機である。連合は、働く仲

                         
1 「未来づくり」とは、経済成長や企業業績の後追いではなく、産業・企業、経済・社会の活力の原動力となる「人への投

資」を起点として、ステージを変え、経済の好循環を力強く回していくことをめざすものである。短期的な視点からの労働条

件決定にとどまらず、20 年以上にわたる賃金水準の低迷、その中で進行してきた不安定雇用の拡大と中間層の収縮、貧困や格

差の拡大などの課題について中期的な分配構造の転換をはかり、すべての働く者の総合的な生活改善をめざしている。 
2 巡航軌道の当面のイメージについて、実質経済成長率は潜在成長率見合いの 1％程度、消費者物価は政府や日銀が目標とし

ている 2％程度、名目賃金の上昇率は物価＋マクロの生産性の中期トレンド見合いの 3％程度。中期的には産業基盤を強化しマ

クロの生産性を引き上げ、その改善に見合った賃金アップをはかる。 
3 政府は、デフレ脱却の判断にあたって、経済指標の数字だけでなく、デフレに後戻りする見込みがないという総合的判断が

必要としており、その際、賃金が持続的に上昇しているか、企業による人件費や仕入 価格の販売価格への転嫁が進んでいる

か、サービスを含め物価上昇に広がりがみられるか、家計や企業等は安定的な物価上昇を予想しているかなど、を確認すると

している（「経済財政白書」2024年）。 
4 ノルムとは、社会の人々が共有する相場観のこと。渡辺努教授（東京大学大学院経済学研究科）によると、「日本社会には、

物価は動かなくて当たり前、賃金も動かなくて当たり前というノルムが沁みついている。価格と賃金に関する日本のノルムは

国際的に異常である」と指摘している（「世界インフレの謎」2022年）。 



 

 

 

間の力を結集し社会的うねりをつくりだすべく、先頭に立って運動をけん引する。 

 

２．「働くことを軸とする安心社会」に向け、格差是正と分配構造の転換に取り組もう 

1990 年代後半以降、国民全体の所得水準が下方にシフトする中で格差の拡大や

貧困層の増加が進んできた。名目ＧＤＰは 600兆円を超えたが、未だ多くの働く人

には生活向上の実感がない。また、この間の輸入インフレによるしわ寄せは、総じ

て生活者と中小企業などに多くの影響を及ぼしている。財務省「法人企業統計」に

よると、日本全体の経常利益の 6 割を資本金 10 億円以上の大企業が占め、売上高

経常利益率も堅調に伸び続けており、自社の労働者のみならず、取引先や地域社会

などを含めた幅広いステークホルダーと共存共栄できる関係づくりも期待されて

いる。企業から労働者への分配、企業間取引における付加価値の分配ともに見直し

が必要であり、格差是正と分配構造の転換をセットで進めていく必要がある。 

労働者への分配については、社会全体の生産性の伸びに応じて賃金の中央値を引

き上げるとともに賃金の底上げ・格差是正をはかり、中期的に分厚い中間層の復活

と働く貧困層の解消をめざす必要がある。2024 春季生活闘争の成果と課題を踏ま

え、規模間、雇用形態間、男女間の格差是正の前進をはかる。また、誰もが安心・

安全に働くことができ、個々人のニーズにあった多様な働き方ができるように、働

き方の改善に取り組む。 

企業間の取引については、適切な価格転嫁・適正取引を徹底するとともに、製品・

サービスと労働の価値を高め認め合い共存共栄できる価格設定をめざす必要がある。

労働組合としても、受発注いずれの立場からも、自社の取り組み状況を点検し、適切

な価格転嫁・適正取引を促すことにより賃上げ等の要求実現に結びつける必要があ

る。また、公共サービス分野などにおいても、適正な価格改定をしていく必要があ

る。 

こうした分配構造の見直しは、企業内の労使関係だけで解決するのは難しい。連合に

集う仲間のつながりも活用しながら、国・地方・産業・企業グループなどの各レベル

において、魅力ある産業づくり・産業基盤の強化と適切な価格転嫁・適正取引の重

要性などについて情報・意見交換を行い、ビジョンの共有、取引慣行の見直し、適

切な価格転嫁に対する消費者への理解促進、ガイドライン作り、国・自治体の支援

策の活用・強化などを行っていく必要がある。 

2024年 10月には石破政権が発足し、2025年の通常国会では、予算案に加え公的

年金制度をはじめ、私たちの生活に大きな影響を及ぼす法案審議が見込まれる。 

こうした点を踏まえ、①賃上げ、②働き方の改善、③政策・制度実現の取り組み

を柱とする総合生活改善闘争の枠組みのもと、産業状況の違いを理解しあいながら、

中期的視点を持って「人への投資」と月例賃金の改善に全力を尽くす。 

 

３．「みんなの春闘」5で労働組合に集う仲間を増やし、集団的労使関係を広げよう 

2024 闘争では労働組合の有無による賃上げ格差も広がった。労働組合に集う仲

間を増やすとともに、労働組合のない職場への波及力を一層高めなければ、賃上げ

のすそ野は社会全体に広がらず、働く仲間全体の生活向上は実現できない。多様な

働く仲間に向けて「みんなの春闘」を展開し、労働組合だからこそ、労使対等の立

場で労働条件などの交渉ができるという労働組合の存在意義を広く社会にアピー

                         
5  連合の正式な用語は「春季生活闘争」であるが、組織外への発信に向けて短くなじみやすい表現として「春闘」を用い
る。 



 

 

 

ルし、仲間を増やし、集団的労使関係を社会に広げていく。 

生産性三原則にもとづく建設的な労使交渉を通じ、成果の公正な分配をはかり、

積極的な情報発信、法定最低賃金、人事院勧告などを通じて社会に波及させていく。

また、より多くの組合が春季生活闘争に結集できるよう、構成組織は、加盟組合の

状況をきちんと把握し、取りこぼしの無いよう必要な支援を行う。 

産業構造の変化をはじめとする社会的課題を解決していくには、企業労使間の交

渉のみならず、国・地域・産業レベルでの政労使の対話が不可欠である。中央・地

方における政労使会議の開催を求めるとともに、すべての働く仲間を視野に入れ、

あらゆる機会を通じて対話を重ね相互理解を深めていく。 

 

Ⅱ．2025春季生活闘争取り組みに向けた基盤整備 

１．サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正分配、適切な価格転嫁・適正

取引 

持続的な賃上げと格差是正が実現できる環境をつくっていくために、適切な価格

転嫁・適正取引の取り組みを強化する。これまでのサプライチェーン全体で生み出

した付加価値の適正分配、働き方も含めた「取引の適正化」とともに、以下の 5点

を中心に全力で取り組む。 

①「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知強化と浸透に取

り組む。連合の「取引適正化・価格転嫁に関するチェックリスト」などを活用

して、自社の取り組み状況を点検し、適切な価格転嫁・適正取引を促す。なお、

発注側の立場からも、指針に沿って適切な企業行動を促す。 

②労働組合の立場からも「パートナーシップ構築宣言」のさらなる拡大と実効性

強化に取り組む。「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」等を

反映した対応状況についても把握し、社内及び取引先企業への周知を企業に求

める。 

③構成組織は、加盟組合の取り組み状況や課題を把握し、組織内外の情報・意見

交換などに活用する。課題を踏まえて、自主行動計画や業種ガイドラインの改

訂・新設などを働きかける。 

④連合はそのエッセンスを集約し、政府・政党や経営者団体との懇談会などに活

用し、機運の醸成と政策反映に結びつける。また、公正取引委員会や中小企業

庁の実態調査の結果などを踏まえ、この間の政策効果を検証し、物価や賃金が

継続的に上昇する新たな時代に対応する社会的ルール作りを進める。 

⑤地方版政労使会議や連合プラットフォームなどの場を活用し、魅力ある地域づ

くりと中小企業の役割など幅広い視野で理解を深めるとともに、中小企業などへ

の各種支援策の周知・活用促進とさらなる拡充に取り組む。 

 

２．賃金水準闘争を強化していくための取り組み 

賃金が上昇する時代に突入したことを踏まえ、労働組合として自らの賃金実態の

把握と分析が一層重要になっている。要求案作りに先立ち、連合や構成組織等が掲

げる賃金水準をはじめとする社会的指標との比較などを行い、企業規模間、雇用形

態間、男女間の格差などを具体的に把握する。 

また、人材の確保・定着のためには、同一地域の賃金相場に見劣りせず優位性を

もてる賃金水準を意識した賃金決定が求められる。連合「地域ミニマム運動」への

参画と分析結果の活用も重要である。構成組織は、加盟組合による個人別賃金デー



 

 

 

タの収集・分析・課題解決に向けた支援を強化する。同時に、地域における産業別

賃金相場の形成を視野に入れて、「地域ミニマム運動」への積極的参画体制を整え

るため、地方連合会と連携する。 

 

３．雇用の維持・創出、社会的セーフティネットの維持・強化 

産業構造の変化などによる雇用への影響に対して、連合は、政策・制度面から引

き続き取り組むとともに、大きな影響を受けている構成組織などとも連携をはかり

ながら、交渉の環境づくりに取り組む。 

構成組織や加盟組合においては、労使協議等を通じ、産業や企業の現状と見通し

に関する情報や今後の計画などについて十分把握し、必要な対応をはかる。 

また、中小企業を取り巻く経営環境が大きく変化していることを踏まえ、労働組

合の側から、人手不足に対応した設備投資や業務の見直し、公的助成措置や公的職

業訓練の活用、課題解決に向けたよろず支援拠点の活用などを提案し、労使で生産性

を高め、労働条件を含めたよりよい職場づくりを進める必要がある。 

 

４．集団的労使関係の輪を広げる取り組み 

 2025 春季生活闘争がめざすところの実現には、健全な労使関係のもとでの労使

交渉が重要であり、春季生活闘争の取り組みを通じ、労働組合の意義と必要性を

社会にアピールし、連合本部・構成組織・地方連合会が連携し、組合づくり・仲間

づくりにつなげていく。 

職場における労使協定の締結や過半数代表制の運用の適正化に向けた職場点検

活動、「組織拡大・強化の取り組み状況調査」の徹底を働きかけるとともに、地域

の中小・地場企業などにもその重要性を周知し、具体的な組織拡大・強化につなげ

る。 

また、フリーランスや「曖昧な雇用」で働く仲間の声を拾い課題解決につなげる

取り組みを進め、すべての働く仲間をまもりつなぎ支え、社会全体の底上げをは

かる運動を推進する。 

 

Ⅲ．2025春季生活闘争の取り組み内容 

１.賃金要求 

（１）賃上げについての考え方 

「未来づくり春闘」のもと、国際的に見劣りする日本の賃金水準を中期的に引き

上げていくことをめざしてきたが、この 3年間、名目賃金は伸びたものの、物価高

によって実質賃金は低下し、日本の賃金の相対的位置も低いままである。主要国の

賃金が年 1～2％ずつ上昇していることを踏まえると、日本の実質賃金をわが国全

体の生産性の伸びに応じて継続的に引き上げ、中期的には生産性自体を引き上げる

ことで改善のスピードアップをはかる必要がある。2025 年は日本の実質賃金を少

なくとも 1％程度改善し、賃金における国際的ポジション回復をめざす必要がある。 

超少子・高齢化により生産年齢人口の減少が不可避である中、将来にわたり人材

を確保・定着させ、わが国全体の生産性を高めていくには、継続的な「人への投資」

が重要である。2024年度の地域別最低賃金は 5.1％引き上げられ、労働市場におけ

る募集賃金は上昇を続けており、同業他社との比較や同一地域の賃金相場に見劣り

せず優位性をもてる賃金水準を意識した賃金決定が求められる。また、企業業績は

産業や企業規模などによって違いがあるものの全体でみれば高い水準（「法人企業



 

 

 

統計」）で推移し、労働分配率も低下が続いている。今こそ未来を見据えて、傷ん

だ労働条件を回復させ「人への投資」を積極的に行うべき局面にある。 

2024 闘争では 33 年ぶりの 5％台の賃上げが実現したものの、生活が向上したと

実感している人は少数にとどまり、個人消費は低迷している。多くの人が生活向上

を実感し、将来への希望と安心感を持ててこそ、賃金、経済、物価を安定した巡航

軌道に乗せることができる。そのためには、物価を安定させるとともに、2024闘争

における賃上げの流れを定着させ、賃上げのすそ野を広げていく必要がある。 

低所得層ほど物価上昇の影響が強く、生活がより苦しくなっており、マクロの個

人消費低迷の大きな要因となっている。また、2024 春季生活闘争の賃上げ集計結

果からすると、企業規模間格差は拡大している可能性がある。全体として労働側へ

の分配を厚くし、企業規模間、雇用形態間、男女間の賃金格差是正を進めるととも

に、中期的に分厚い中間層の復活と働く貧困層の解消をめざす必要がある。 

近年、人材確保のために初任給を大幅に引き上げる一方、 中高年層への配分を

相対的に抑制するなどの傾向がみられた。連合総研「勤労者短観」（2024 年 4月調

査）によると、賃上げが物価上昇に追いついていないと感じる比率が中高年層で相

対的に高まっている。賃上げ原資の配分についても、人材の定着やモチベーション

の維持・向上などの観点も含め、労使でしっかりと協議し、すべての人の生活向上

をめざす必要がある。 

 

（２）具体的な要求目標とその位置づけ 

連合は、わが国の経済社会の全体状況を踏まえ、すべての働く仲間を視野に入れ、

連合の大きな旗の下に結集して社会を動かす力（社会的メッセージの発信、賃金相

場の形成と波及、相乗効果）を発揮できるよう、具体的な要求目標の目安を示す。 

構成組織は、社会的役割を踏まえ、それぞれの産業状況や賃金水準の現状、直近

の経済状況などを加味して要求基準を策定する。また、賃金水準目標を設定し、単

組の中期的・段階的な格差是正の取り組みを促進する。 

地方連合会は、連合本部の方針を基本に地域の状況を反映し、中小・地場組合の

交渉支援と地域レベルでの賃金相場の形成と波及、情報発信に取り組む。 

上記の基本的な役割分担を踏まえた上で、連合は、月例賃金について、産業相場

や地域相場を引き上げていく「底上げ」のための「上げ幅の指標」と「格差是正」

と賃金の「底支え」を念頭においた「水準の指標」の目安を示す。月例賃金にこだ

わるのは、これが最も基本的な労働条件であり、社会的な水準を考慮して決めるべ

き性格のものだからである。所定内賃金で生活できる水準を確保するとともに、「働

きの価値に見合った水準」6に引き上げることをめざす必要がある。 

 

 

 

〈「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組みの考え方〉 

 目的 要求の考え方 

底上げ 
産業相場や地域相場を

引き上げていく 

定昇相当分＋賃上げ分 

（→地域別最低賃金に波及） 

                         
6  賃金の「働きの価値に見合った水準」とは、経験・技能・個人に備わった能力などに見合った賃金水準のこと。企業規模

や雇用形態、男女間で違いが生じないことを共通の認識とする。 



 

 

 

格差 

是正 

企業規模間、雇用形態

間、男女間の格差を是

正する 

・社会横断的な水準を額で示し、その水準へ

の到達をめざす 

・男女間については、職場実態を把握し、改

善に努める 

底支え 産業相場を下支えする 
企業内最低賃金協定の締結、水準の引き上げ

（→特定最低賃金に波及） 

 

〈賃金要求指標パッケージ〉 

底上げ 

経済社会の新たなステージを定着させるべく、全力で賃上げに取り

組み、社会全体への波及をめざす。 

すべての働く人の生活を持続的に向上させるマクロの観点と各産業

の「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組み強化を促す観点から、

全体の賃上げの目安は、賃上げ分 3％以上7、定昇相当分（賃金カーブ

維持相当分）を含め 5％以上とし、その実現をめざす。 

中小労組などは格差是正分を積極的に要求する。 

 規模間格差是正 雇用形態間格差是正 

格差是正 

＜到達目標水準（中位数）8＞ 

35歳：303,000 円 

30歳：279,000 円 

・有期・短時間・契約等で働く者

の賃金を「働きの価値に見合

った水準」に引き上げていく

ため、フルタイム労働者と同

等に能力の高まりに応じた処

遇の実現に取り組む。賃上げ・

昇給等により、経験 5 年相当

で時給 1,400 円以上をめざす
9。 

＜最低到達水準（第 1四分位）10＞ 

35歳：252,000 円 

30歳：238,000 円 

底支え 

・企業内のすべての労働者を対象に協定を締結する。 

・締結水準は、生活を賄う観点と初職に就く際の観点を重視し、時給

1,250円以上をめざす11。 

  

                         
7 内閣府の年央見通し 7 月時点（2024 年度実質 GDP0.9％、消費者物価 2.8％）、民間予測フォーキャスト調査 10 月時点（2024

年度実質 GDP0.55％、消費者物価（生鮮食料品除く総合）2.45％）や日本全体の生産性上昇率のトレンド（1％弱）を念頭に、

国際的に見劣りのする賃金水準の改善、労働市場における賃金の動向、物価を上回る可処分所得増の必要性、労働者への分配

増などを総合的に勘案。 
8 2024 闘争から考え方を見直したことに留意。賃金水準検討プロジェクト・チーム（賃金ＰＴ）答申（2024年 7月 19日）を

踏まえ、2023年賃金センサス産業計・男女計・学歴計・企業規模計の中位数を推計し、35 歳 286,800円、30歳 263,700 円に

2024年 6 月の毎月勤労統計調査の共通事業所の一般労働者・所定内給与の前年同月比 2.7％と、2025闘争の賃上げ目標率 3％

を乗じて算出。 
9 2024 闘争から考え方を見直したことに留意。賃金水準検討プロジェクト・チーム（賃金ＰＴ）答申（2024年 7月 19日）を

踏まえ、2023年賃金センサス産業計・高卒男女計・企業規模計の 23 歳勤続 5年の所定内賃金の推計値 220,000 円に、2024 年

6 月の毎月勤労統計調査の共通事業所の一般労働者・所定内給与の前年同月比 2.7％と、2025 闘争の賃上げ目標率 3％を乗じた

月額を厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の一般労働者、企業規模計の所定内実労働時間数の全国平均（最新値を含む 3年

平均）から時給を算出。 
10 2024 闘争から考え方を見直したことに留意。賃金水準検討プロジェクト・チーム（賃金ＰＴ）答申（2024年 7月 19日）を

踏まえ、2023年賃金センサス産業計・男女計・学歴計・企業規模計の第 1 四分位を推計し、35歳 238,000 円、30 歳 225,300

円に 2024年 6 月の毎月勤労統計調査の共通事業所の一般労働者・所定内給与の前年同月比 2.7％と、2025闘争の賃上げ目標率

3％を乗じて算出。 
11 2024 連合リビングウェイジ（単身成人 1,250 円）、および 2023 年賃金センサス一般労働者新規学卒者の所定内給与額高校

（産業計・男女計・企業規模計）186,800 円（時間額 1,130 円）を総合勘案して算出。 



 

 

 

１）中小組合の取り組み（企業規模間格差是正） 

①賃上げと価格転嫁・適正取引における格差の解消をめざし、「Ⅱ．2025春季生

活闘争取り組みに向けた基盤整備」に取り組むとともに、とりわけ中小組合

については格差是正分を積極的に要求する。 

②賃金カーブ維持分は、労働力の価値の保障により勤労意欲を維持する役割を果

たすと同時に、生活水準保障でもあり必ずこれを確保する。賃金カーブ維持

には定期昇給制度が重要な役割を果たす。定期昇給制度がない組合は、人事・

賃金制度の確立をめざし、労使での検討委員会などを設置して協議を進め、

定期昇給制度の確立に取り組む。構成組織と地方連合会は連携してこれらの

支援を行う。 

③すべての中小組合は、上記にもとづき、賃金カーブ維持相当分（1 年・1 歳間

差）を確保した上で、自組合の賃金と社会横断的水準を確保するための指標

（上記および「連合の賃金実態」（別途作成））を比較し、その水準の到達に

必要な額を加えた総額で賃金引き上げを求める。また、獲得した賃金改善原

資の各賃金項目への配分等にも積極的に関与する。 

④賃金実態が把握できないなどの事情がある場合は、賃金指標パッケージの目標

値に格差是正分 1％以上を加えた 6％以上・18,000円以上を目安とする12。 

 

２）雇用形態間格差是正の取り組み 

①2024年度地域別最低賃金は 5.1％と連合結成以来最大の引き上げとなった。既

存者の賃金について、既存者のキャリア評価が適切に処遇に反映されるととも

に、有期・短時間・契約等労働者の生活を守り、雇用形態間格差是正をはかる

ため、地域別最低賃金の引き上げ率を上回る賃金引上げに取り組む。 

②有期・短時間・契約等で働く者の労働諸条件の向上と均等待遇・均衡待遇確保

の観点から、企業内のすべての労働者を対象とした企業内最低賃金協定の締結

をめざす。締結水準については、時給 1,250 円以上をめざす。 

③有期・短時間・契約等で働く者の賃金を「働きの価値に見合った水準」に引き

上げていくため、フルタイム労働者と同等に能力の高まりに応じた処遇の実現

に取り組む。賃上げ・昇給等により、経験 5 年相当で時給 1,400円以上をめざ

す。なお、参考資料として、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」のデータに

基づく職種別の経験 5年相当の時給についても示す。 

④賃上げの結果および企業内最低賃金協定を法定最低賃金引上げに結びつける。

地域別最低賃金については、全都道府県で1,000円越えを実現するとともに、

一般労働者の賃金中央値の6割水準をめざす。また、産業に必要な人材の確保・

定着や労務費等の価格転嫁・適正取引を進め、当該産業の公正競争を担保する

ためには、企業を超えた産業レベルでの賃金水準形成も重要であり、特定最低

賃金の役割を踏まえ、新設・改定に取り組む。なお、法定最低賃金の取り組み

方針は、2024年12月の中央執行委員会で提起する。 

 

（３）男女間賃金格差および生活関連手当支給基準の是正 【Ｐ】 

《ジェンダー平等・多様性推進委員会にて検討》 

                         
12  連合加盟組合平均賃金水準（約 30万円）を念頭に 6％以上に相当する金額は 18,000 円以上。内訳：賃金カーブ維持分 4,500

円＋格差是正含む賃上げ分 13,500 円以上。 



 

 

 

 

 〇なお、2024年人事院勧告では、配偶者の働き方に中立となるよう、配偶者に対す

る扶養手当の廃止と子に対する扶養手当の増額が勧告されたが、配偶者から子ども

への振り替えであることに留意する必要がある13。 

 

（４）初任給等の取り組み、（５）一時金については、闘争方針案段階で検討する。 

 

２．「すべての労働者の立場にたった働き方」の改善 【Ｐ】 

《労働法制委員会等にて検討》 

 

３．ジェンダー平等・多様性の推進 【Ｐ】 

《ジェンダー平等・多様性推進委員会にて検討》 

 

４．「ビジネスと人権」の取り組み 【Ｐ】 

《国際政策委員会にて検討》 

 

５．運動の両輪としての「政策・制度実現の取り組み」 【Ｐ】 

《政策委員会にて検討》 

 

Ⅳ．闘争の進め方 

１．基本的な考え方 

（１）2025春季生活闘争における賃上げの流れを社会の隅々に浸透させ、新たなステ

ージをわが国に定着させるべく、共闘体制を構築し、連合本部、構成組織、単

組、地方連合会、地域協議会が力を合わせて取り組みを進める。とりわけ、賃

上げと価格転嫁・適正取引における格差解消に向けた取り組みを徹底する。 

（２）中央と地方における政労使会議の開催を求め、問題意識の共有と社会的機運醸

成をはかる。 

（３）「底上げ」「底支え」「格差是正」の実現や社会的な賃金相場の形成に向けた情報

の共有と社会的な発信に引き続き取り組む。中央・地方の公共調達における労

務費等の価格転嫁・適正取引を求めるとともに、中小企業振興基本条例および

公契約条例制定に取り組む。 

（４）「みんなの春闘」を展開し、すべての働く仲間に春季生活闘争のメカニズムや

2025闘争の意義を発信する。働く上で悩みを抱える多様な仲間の声を聞き、社

会的な広がりを意識した取り組みを展開する。闘争体制期間中は「連合アクシ

ョン」の取り組みとして集会やＳＮＳなど情報発信の強化をはかるとともに、

労働相談活動との連動、「地域活性化フォーラム」の活用などを工夫する。 

（５）「政策・制度実現の取り組み」を運動の両輪と位置づけ、国民全体の雇用・生活

条件の課題解決に向け、政策・制度実現の取り組みと連動させた運動を展開す

る。 

（６）労働基本権にこだわる闘争の展開をはかる。 

 

                         
13 単なる廃止は労働条件の不利益変更であり、①ニーズの把握など見直しに対する労働者の納得性、②労使による協議と合

意、③総原資の維持、④必要な経過措置、⑤決定後の新制度の説明など、それぞれの職場や賃金の実態を踏まえた対応が必要

である。 



 

 

 

２．取り組み体制、日程など 

 要求提出、ヤマ場や回答引き出しのゾーン設定などについては、賃上げのすそ野を

広げ、格差是正を強化する観点から、中央闘争委員会、戦術委員会で協議する。 

 

３．中小組合支援の取り組み 

（１）連合の取り組み 

１）賃上げと価格転嫁・適正取引における格差解消にむけた取り組みを重点にお

いて、労働条件・中小労働委員会で情報共有をはかるとともに、共闘集会など

の開催を通じて中小組合の取り組みの実効性を高めていく。 

２）働き方も含めた「取引の適正化」の実現に向けて、連合全体で「パートナー

シップ構築宣言」のさらなる推進に取り組むとともに、労務費を含む適切な価

格転嫁・適正取引や優越的地位の濫用防止の実効性向上を求める要請等を実施

する。 

３）中小組合の要求・交渉の支援ツールとして、組合の賃金制度整備や交渉力強

化に資する「中小組合元気派宣言」などの資料を提供する。 

 

（２）構成組織の取り組み 

１）すべての構成組織は、賃上げと価格転嫁・適正取引における格差解消に向け

た取り組みを加盟組合に徹底する。 

①加盟組合が、連合の「取引適正化・価格転嫁に関するチェックリスト」など

を活用して、自社の取り組み状況を点検し、適切な価格転嫁・適正取引を促す

ことができるよう支援する。 

②中小組合の賃金実態調査、要求作り、交渉対策などきめ細かな支援を行うと

ともに、すべての加盟組合の要求・解決状況について把握する。 

２）加盟組合に対し、地方連合会が設置する「地場共闘」への積極的な参加と賃

金相場の形成に向けた情報開示を促す。あわせて、「地域ミニマム運動」への

積極的な参画と、その結果や賃金分析プログラムなどを活用するよう働きかけ

る。 

３）賃金制度が整備されていない加盟組合に対し、制度構築の支援を行う。 

 

（３）地方連合会の取り組み 

１）「地域ミニマム運動」を積極的に推進し、地域の賃金水準を組織内外・地域

全体に開示することにより、地場中小の職種別賃金相場形成の運動を進めて

いく。 

２）相場形成および波及をめざし、「地場共闘」の強化をはかりつつ、連合本部

と連携し、効果的に情報を発信する。中小のみならず未組織の組合や有期・短

時間・契約等で働く労働者の「底支え」「格差是正」へとつながる取り組みを

強化する。 

 

４．社会対話の推進 

（１）連合は、経団連や経済同友会、日商、全国中小企業団体中央会および中小企業

家同友会全国協議会など各経済団体や中小企業経営者団体、および人材派遣事

業団体などとの意見交換を進め、労働側の考えを主張していく。 

（２）地方連合会は、「笑顔と元気のプラットフォーム」の取り組みを通じて、「地域



 

 

 

活性化フォーラム」を開催するとともに、中小企業振興基本条例制定に向けた

下地づくり等を進め、地方経営者団体との懇談会や行政の取り組みなどにも積

極的に参画する。 

（３）春季生活闘争を社会的運動として広げていくために、各種集会や記者会見・説

明会を機動的に配置するとともに、共闘連絡会議代表者も参画し、共闘効果の

最大化をはかる。 

 

５．諸行動（予定） 

2024年 

11月  1日 2025春季生活闘争 中央討論集会 

12月  4日 2025春季生活闘争 格差是正フォーラム 

2025年 

2月  6日 2025春季生活闘争 闘争開始宣言2.6中央集会 

2月 27日 2025春季生活闘争 連合全国一斉アクション2.27中央集会 

3月 6日 2025春季生活闘争 3.6国際女性デー中央集会 

4月  4日 2025春季生活闘争 4.4 中小組合支援共闘集会 

 

〈検討スケジュール（予定）〉 

2024年 

 10月 18日 中央執行委員会（基本構想確認） 

 11月  1日 2025春季生活闘争 中央討論集会 

     12日 労働条件・中小労働担当者会議（闘争方針（素案）） 

    15日    労働条件・中小労働委員会（闘争方針（素案）） 

  18日     常任役員会（闘争方針（案）） 

  19日     三役会（闘争方針（案）） 

  21日 中央執行委員会（闘争方針（案）確認） 

  28日 中央委員会（闘争方針確認） 

   共闘連絡会議第1回全体代表者会議（ヤマ場日程確認） 

※10～12月   必要に応じ共闘連絡会議を開催し情報交換・意見交換を行う。 

 

以上 


